
平成２３年３月３１日 

 

独立行政法人日本学生支援機構 

理事長  梶 山 千 里 殿 

 

 

独立行政法人日本学生支援機構 

返還促進策等検証委員会 

委員長  島 一 則 

 

 

 

平成２２年度返還促進策等検証委員会の審議結果について 

 

返還促進策等検証委員会設置要綱（平成２１年１１月２５日理事長裁定）に 

基づき、当委員会において、返還促進策等の審議結果を取りまとめましたので、 

別紙のとおり報告します。 



平成２２年度返還促進策等検証委員会審議経過 

 

 

第一回 

開催日 平成２２年１１月３０日（火） 

議 事 

（１）開会・委員長挨拶 

（２）奨学金制度の概要について 

（３）奨学事業に係る各方面からの指摘等について 

（４）平成２１年度返還促進策等検証委員会報告を受けた日本学生支援機構の

平成２２年度の取組について 

（５）返還金の回収状況等について 

（６）返還金回収強化策の概要等について 

（７）自由討議 

（８）次回日程について 

 

 

第二回 

開催日 平成２３年２月１７日（木） 

議 事 

（１）プライスウォーターハウスクーパース株式会社による回収状況分析及び

検証等結果報告 

（２）平成２２年度返還促進策等検証委員会報告書の方向性について 

（３）自由討議 

（４）次回日程について 

 

 

第三回 

開催日 平成２３年３月１８日（金） 

※上記開催を予定していたが、東日本大震災の影響により開催を中止し、後日、

書面審議にて報告書をとりまとめた。 



 

平成２２年度返還促進策等検証委員会報告書 

 

  

独立行政法人日本学生支援機構（以下「機構」という。）の第二期中期計画（平成２１

年度～平成２５年度）においては、「総回収率（当該年度に返還されるべき要回収額に対

する回収額の割合）を中期目標期間中に 82％以上にすることを目指」すことが盛り込ま

れ、「上記総回収率については、奨学金貸与事業の健全性を確保する観点から、奨学金貸

与事業の将来見通しを明らかにした上で、平成２３年度までにその妥当性について検証し、

延滞債権に対する新たな財政負担の増加を抑制する」こととされた。 

また、機構の年度計画（平成２２年度）において、「返還金の回収状況について、貸与

規模や経済状況等の影響も考慮しつつ、定量的な把握・分析を実施するとともに、次年度

の取組を効果的に行うため、外部有識者等で構成する委員会において返還促進方策の効果

等を検証する。また、前年度の検証結果に基づき必要な改善を図る」こととされている。 

本報告書は、これらの中期計画、年度計画を受けて平成２１年１１月２５日に設置され

た本委員会において、①中期目標期間中の総回収率の目標82％の妥当性を検証すること、

②機構の返還促進方策の効果等を検証すること、を目的として、平成２２年１１月３０日

以降、外部有識者の意見聴取や外部シンクタンクの分析結果等を踏まえて審議を行い取り

まとめたものである。 

 

  

１． 中期計画における総回収率８２％の目標値等の検証結果について 

 

（回収率の状況） 

・ 平成２１年度の機構の回収率を見ると、総回収率は80.0％に達している。要回収額

に対する当年度分の構成比率が増加していることに伴い毎年度回収率が改善してい

る。 

 

（「82％」の妥当性） 

・ 総回収率82％の目標値については、これまでの本委員会及び各外部シンクタンクか

らの分析及び提言等にもあるように、そもそも機構の奨学金は家計状況の厳しい者

に対し貸与する制度であり、また事前審査もないこと等を踏まえれば、過去の回収

率実績に基づく82%という目標値の設定は、現時点においては一定の妥当性を有する。

一方で、回収率については、社会情勢との関連も併せて考えておかなければならず、

現時点で指標そのものの水準を変化させることまでは必要ないものの、経済的要因

により、変化が生じうることに留意すべきである。 
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（回収率の算定について） 

・ 民間金融機関において一般的に償却対象は、延滞１年以上となっている。償却対象

について民間金融機関と単純な比較はできないが、これを除いた場合、機構におけ

る平成２１年度の回収率は、96.9%であり、うち期首において無延滞であった者の平

成２１年度末の回収率は、98.7%である。 

 

・ 現在、繰上げ返還分については、回収率の算定基礎に含めていないが、繰上返還と

して回収されている額は、毎年度相当額に達しており、機構の回収を考える上で非

常に重要な要素であることから、繰上返還分を含めた回収率を指標として活用する

こともできると考えられる。 

 

２．返還促進策等の検証結果について  

 

（返還促進策の効果） 

・ 平成２２年度においても、「奨学金の返還促進に関する有識者会議」報告書である

「日本学生支援機構の奨学金返還促進策について」において提言された回収強化策

について、引き続き多くの施策が実施されており、回収状況全体としてみると、こ

れまでの取組の効果が上がっているものと評価できる。 

 

（具体的方策の検証） 

・ 早期における督促の集中的実施、債権回収業者への回収委託の推進等により、特に

延滞３月以前の初期における抑止効果が表出しており、回収委託額分の返還促進や

一度も入金がなかった者の減少に対しても、一定の効果を挙げているものと考えら

れる。 

 

・ 平成２２年度から開始した個人信用情報機関の活用については、機構においては、

延滞に陥った者に対し、通常の振替不能通知に加え、文書等による登録予告の通知

を行うなど適切な処理を行っており、外部シンクタンクの分析においても述べられ

ているとおり、個人信用情報機関への登録同意書による初期段階の延滞抑制の効果

が見込まれるところである。 

 

・ 法的措置については、平成２２年８月に「延滞債権に係る法的処理の方針について」

を策定し、その強化が図られているところである。平成２２年度の法的処理実施計

画に沿って時効の中断や早期化への対応など適切に進めている一方、和解不履行者

等への強制執行手続きについても実施している。  
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３．これからの返還促進策について（提言） 

 

（返還促進を図るための仕組みの改善に係る方向性） 

・ この数年、回収促進策の効果が認められている状況を踏まえ、引き続き効率的・効

果的な回収方策を講じていく。その一方、現在の経済情勢や就職状況に応じた対応

も必要であり、返還の意思がありながら経済的理由等により返還が困難な者に対し

ては、減額返還制度や返還期限猶予制度、あるいは返還者の状況に応じた分割返還

の周知徹底と適切な運用や更なる充実を図り、少しでも返還できる仕組みを整える

ことが非常に重要である。これらの方策を適切に実施していくことよって、返還促

進を図る仕組み全体の改善と機能向上を果たしていくことができると考える。 

 

（学校、奨学生・返還者とのコミュケーションの充実） 

・ 学校とのコミュニケーションが非常に重要であり、現在実施している学校担当者へ

の広報・周知や奨学生に対する返還意識の涵養は継続して強化していくべきである。

さらに経営陣や実務担当者レベル等それぞれの層に対し、機構から奨学金事業への

理解を得るための働きかけとしてどのような取組みができるのか検討することが必

要である。 

 

・ 奨学生・返還者とのコミュニケーションの充実を図るため、スカラネットパーソナ

ルの周知徹底やモバイルサイト利用の促進等、ＩＴツールを活用した情報提供・共

有の一層の充実が必要である。 

 

・ 初期段階での延滞抑制及び回収実績の向上を図るため、例えば出身大学からの返還

者の住所情報の提供等、学校との連携強化や相談サービスの拡充を図ることについ

ても検討する必要があるのではないか。 

 

（個人信用情報機関の活用） 

・ 個人信用情報機関の活用に関しては、返還者本人が行うべき住所変更届を行わない

ことによって返還に関する通知が本人に届かず、必要な手続きを取らないまま本人

にとって不利益となるケースがあることを踏まえ、本人に住所の届出などの義務を

確実に履行させるよう学校との連携を図りつつ一層適切に周知する必要がある。 

 

（回収委託の効果的な活用） 

・ 債権回収業者への回収委託において、委託期間中は返還するものの委託終了後に再

び返還が途絶える返還者が存在する状況を踏まえ、委託期間満了後も継続して委託

を行い、また、一定期間返還が途絶えた者には、定期的に回収委託に追加し網羅的
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な回収委託とするなど、一層有効な委託方法について検討することが必要である。 

 

（機関保証制度加入者への回収状況改善のための取組） 

・ 機関保証制度については、延滞者の比率が人的保証に比べて高い状況となっている。

現在は、制度加入の返還者本人以外の連絡先を１名登録しているものの、本人が住

所不明となった場合に連絡先が限られることなどが人的保証に比べて延滞比率を高

める原因となっているものと考えられることから、コンタクトチャネルの複数化を

図るため連絡先を増やすことも含め検討が必要である。ただし、その際には、やむ

を得ない理由により人的保証を選択できない者に配慮する必要がある。 

 

（長期延滞者への回収状況改善のための取組み） 

・ 長期延滞者への対応に関しては、特に機構全体のコストパフォーマンスを上げると

いう視点を持つことが重要である。 

 

・ 中期計画に掲げられている「大学・大学院等に係る平成１９年度末の３ヶ月以上の

延滞額を３年間で半減する」目標については、中長期延滞債権に対する債権回収業

者への回収委託、住所調査の迅速化及び法的処理による時効の中断等の方策を鋭意

推進することにより達成を目指しているところであるが、特に長期延滞債権からの

回収が現実的に極めて困難な状況であることから、現時点では達成が難しい状況に

なっている。今後一層効果的に回収委託を活用するなど引き続き最大限の努力を行

う一方で、達成困難な原因とその対応策について分析を行う必要がある。 

 

・ 法的処理については、必要となるコストが大きいことなどから、公平性に配慮しつ

つメリハリをもって進める。具体的には、債権回収業者を活用した回収方策等との

組み合わせにより、法的処理に至る債権数の圧縮を図り、効果的に行っていくこと

が必要である。 

 

・ 法的処理の早期化については、卒業間もない若年層がその主な対象者となっている。

そうした若年の経済困難な者が返還できるようになるまでには一定の期間を要する。

これらのことを踏まえ、現在の方向性について、今一度延滞者の状況をより詳細に

把握するための期間について考慮するなど、改めて見直すべきではないか。 

 

（東日本大震災への対応） 

・ ３月１１日に東北地方太平洋沖にて発生した地震の被害は甚大であることから、被

災により返還が困難となった者に対しては、返還期限の猶予等について十分に周知

するとともに、柔軟に対応する必要がある。今後は、被災した返還者の実情等に配

慮しつつ、復興状況等を踏まえた対応を検討していくことが求められる。 
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返還促進策等検証委員会設置要綱 

 

平成２１年１１月２５日 

理  事  長  裁   定 

最近改正平成２２年１０月２９日 

 

（設置及び目的） 

第１条 第２期中期計画において、「毎年度、返還金の回収状況について、貸与規模や

経済状況等の影響も含めた定量的な把握・分析を実施するとともに、返還促進方策の

効果等を検証し、次年度の取組を効果的に行うために必要な改善を図る。」こととし

ていることを踏まえ、返還促進策等の効果等の妥当性を毎年度検証するため、返還促

進策等検証委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 

（構成） 

第２条 委員会は、返還金の回収・分析に関して識見を有する外部有識者及び金融関係

者等若干名で構成する。 

 

（委員の委嘱及び任期） 

第３条 委員は、理事長が委嘱する。 

２ 委員の任期は原則２年とし、再任を妨げない。 

 

（任務） 

第４条 委員会は、次の各事項について検証等を行うものとする。 

 (1)  返還金回収（延滞）状況の把握・分析に関すること。 

(2) 回収促進策の効果等を検証し、次年度の取組のための必要な改善策を検討する

こと。 

(3) 中期計画に記載する総回収率の妥当性について検証し、その在り方を検討する

こと。 

(4) その他機構の回収促進のため必要な事項に関すること。 

 

（運営） 

第５条 委員会に委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２  委員長は、委員会を主宰する。 

３  委員長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。 

４  委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を委員会に出席させ、その意

見又は説明を求めることができる。 

 

（議事要旨の公表） 

第６条 委員会は、委員会の議事要旨を公表するものとする。 

 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、奨学金事業部奨学総務課と協力しつつ奨学事業本部奨学事業

戦略室が処理する。 



 

 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関して必要な事項は、別に定め

る。 

 

  附 則 

この要綱は、平成２１年１１月２５日から施行する。 

 

  附 則 

この要綱は、平成２２年１０月２９日から施行し、平成２２年８月１日から適用する。 

 



 

 返還促進策等検証委員会委員名簿 

 

 

 

伊藤
い と う

 智則
とものり

   横浜銀行経営企画部協会担当部長  

 

斉藤

さいとう 

 鉄生

てつお 

   早稲田大学学生部事務副部長・奨学課長  

 

佐原

さはら 

 邦

くに

久

ひさ 

   社団法人しんきん保証基金理事  

 

島

しま 

  一則

かずのり 

   広島大学高等教育研究開発センター准教授  

 

宗野
そ う の

  恵治
え い じ

   熊谷綜合法律事務所 弁護士 

 

渡辺

わたなべ 

  秀基

ひでき 

   三井住友銀行公務法人営業部副部長  

 

 

 

 （50 音順・敬称略） 
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